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地方自治 名前

問1 地方自治体が、スポーツ施設や文化会館などの公共施設に企業名やブランド名を付与する権利（命名権）を企業に売却し、その収入によって施
設の運営費用を補う制度を何といいますか。 （2021年 宮崎県公立入試 類似）

1. PFI 2. ネーミングライツ 3. ふるさと納税 4. クラウドファンディング

問2 ある都市の統計において、面積は162平方キロメートルのまま変化がない一方で、2000年から2010年の間に人口が約4万7千人から約8万5千人
へと急増し、世帯数も約2倍に増えている事例があります。この統計にみられるような人口の急増や世帯数の増加をもたらした「市町村合併」に
ついて述べた文として、正しいものはどれですか。 （2018年 岡山県公立入試 類似）

1. 市町村合併の主な目的は、中央政
府の権限を地方へ分散させる「地方
分権」を阻止し、再び中央集権的な
政治体制に戻すことである。

2. 市町村合併は1960年代の高度経
済成長期に最も活発に行われ、この
時期に現在の日本の市町村の枠組み
がほぼ完成した。

3. 複数の自治体が合併して規模が大
きくなることで、ごみ処理施設や図
書館などの公共施設をより効率的に
整備し、運用することが可能になる
。

4. 合併によって自治体の面積が広が
ると、住民一人ひとりの意見が届き
やすくなるため、直接民主制的な側
面が強化される傾向にある。

問3 地方自治体の歳出において、児童、高齢者、障害者の福祉や生活保護など、社会福祉を充実させるために支出される費用の名称として、最も適
切なものを選びなさい。 （2025年 長野県公立入試 類似）

1. 教育費 2. 総務費 3. 民生費 4. 公債費

問4 地方公共団体の財政における「地方債」の役割や性質について述べた文として、最も適切なものはどれか。 （2015年 富山県公立入試 類似）

1. 地方公共団体が自主的に集める財
源の中で最も大きな割合を占め、住
民の所得などに応じて課される税金
のことである。

2. 公共施設の建設などの大きな支出
がある際、将来の住民にも負担を分
担させる形で資金を調達する仕組み
である。

3. 地方公共団体が借り入れたお金を
、利息とともに返済するために歳出
の項目に計上される費用のことであ
る。

4. 国と地方の財政格差を是正するた
めに、国から使い道を制限されずに
交付される資金のことである。

問5 日本の地方自治制度では、都道府県知事や市町村長といった「首長」と、地方議会の「議員」のどちらも、地域の有権者が直接投票によって選
びます。このように、住民から直接選ばれた2つの代表が、互いに抑制し合い均衡を保ちながら政治を行う仕組みを何と呼びますか。 （2023年

島根県公立入試 類似）

1. 間接民主制 2. 三権分立制 3. 議院内閣制 4. 二元代表制

問6 ある県の一般会計歳入決算において、県税が歳入全体の約31.6パーセントを占める一方で、地方交付税交付金が約21.1パーセント、国庫支出金
が約12.2パーセントを占めています。この統計に含まれる「地方交付税交付金」の説明として、最も適切なものはどれですか。 （2021年

滋賀県公立入試 類似）

1. 義務教育や公共事業など、国が指
定した特定の事務や事業にのみ使用
できる。

2. 国が使い道を制限しないため、地
方公共団体が自主的に判断して使用
できる。

3. 地方公共団体が独自に条例を制定
し、住民から直接徴収する独立した
税金である。

4. 地方公共団体の財政不足を補うた
めに、国から一時的に借り入れる借
金である。

問7 地方公共団体が行政サービスを行うための財源のうち、住民や企業から直接徴収し、その使い道を地方公共団体が自らの判断で決めることがで
きるものを何というか、最も適切な名称を選びなさい。 （2022年 岩手県公立入試 類似）

1. 地方交付税交付金 2. 国庫支出金 3. 地方税 4. 地方債

問8 日本の地方自治において、自治体が独自に定めることができる「条例」の権限と、国による財政支援の仕組みについて述べた説明として正しい
ものはどれですか。 （2016年 佐賀県公立入試 類似）

1. 自治体は法律が定められていない
分野に限り条例を制定でき、地方交
付税は地方自治体の借金を肩代わり
するために交付される。

2. 自治体は国の許可を得ることで法
律とは異なる内容の条例を制定でき
、地方交付税はすべての自治体に一
律の額が配分される。

3. 自治体は法律の範囲内で条例を制
定することができ、地方交付税は自
治体間の財政力を均等化する役割を
担っている。

4. 自治体は条例によって国の法律を
無効化する権限を持っており、地方
交付税は特定の道路建設などの公共
事業にのみ使用が認められる。

問9 地方公共団体が、行政サービスを行うために必要な資金を自らの力で確保する「自主財源」について説明した文として、最も適切なものはどれ
ですか。なお、地方公共団体の収入には、地方税のほかに、国から配分される地方交付税交付金や国庫支出金などが含まれます。 （2021年

滋賀県公立入試 類似）

1. 国庫支出金のように、義務教育の
費用や道路建設などの特定の事業の
ために、国から使い道を限定されて
支払われる資金のことである。

2. 住民から徴収する地方税や、公共
施設の命名権を企業に売却するネー
ミングライツなどによる収入のこと
である。

3. 地方交付税交付金のように、地方
公共団体の財政力の格差を是正する
ために国から配分される資金のこと
である。

4. 地方公共団体が財源不足を補うた
めに、国や銀行などから一時的に借
金をして発行する地方債のことであ
る。

問10 日本の地方財政の仕組みにおいて、国から地方公共団体へ支払われる「地方交付税交付金」の役割や特徴について述べた文として、最も適切な
ものはどれですか。 （2021年 宮城県公立入試 類似）

1. 自治体間の財政格差を調整し、ど
の地域でも一定の行政水準を維持で
きるよう、国から使い道の制限なし
に配分される。

2. 住民が受ける行政サービスへの対
価として、地方自治体が条例に基づ
いて独自に徴収する、使い道の自由
な収入である。

3. 地方自治体が道路整備などの公共
施設建設のために、国や金融機関か
ら一時的に借り入れる借金のことで
ある。

4. 義務教育の実施や公共事業など、
特定の事務に対して国がその経費の
一部を補助するために、使い道を限
定して支給される。

問11 日本の地方自治において、市町村合併や大規模な施設の建設といった地域の将来を左右する重要な案件に対し、有権者である住民が直接その賛
否を表明するために行われる制度として、最も適切な名称を答えなさい。 （2026年 鳥取県公立入試 類似）

1. 住民監査請求 2. 事務監査請求 3. 住民投票 4. 国民審査

問12 地方公共団体の歳入（収入）のうち、地方公共団体が法律や条例に基づいて地域の住民や企業から独自に徴収する税金であり、自ら調達できる
「自主財源」の柱となるものは何ですか。 （2023年 愛媛県公立入試 類似）

1. 地方交付税交付金 2. 国庫支出金 3. 地方税 4. 地方債
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答え合わせ・解説
問1 答え 2

ネーミングライツ
地方自治体が公共施設の命名権を企業に売却して収入を得る制度は、ネーミングライツと呼ば
れます。得られた収入によって公共施設の維持費用や運営費用を軽減し、住民サービスの向上
や施設の維持・魅力向上に役立てられています。

問2 答え 3
複数の自治体が合併して規模が大きくなるこ
とで、ごみ処理施設や図書館などの公共施設
をより効率的に整備し、運用することが可能
になる。

市町村合併により自治体の人口や財政規模が拡大すると、個々の小さな町村では維持が困難だ
った高度な医療施設、専門的な図書館、効率的なごみ焼却場などを共同で整備・運営できるよ
うになります。一方で、面積が拡大することで役所までの距離が遠くなるなど、住民の声が届
きにくくなるという課題（周辺部の衰退）も指摘されています。

問3 答え 3
民生費

地方財政における歳出項目のうち、社会福祉や生活支援を目的とした経費を指します。近年の
少子高齢化の影響を受け、多くの自治体で支出に占める割合が最も高い項目となっています。

問4 答え 2
公共施設の建設などの大きな支出がある際、
将来の住民にも負担を分担させる形で資金を
調達する仕組みである。

地方債は、建設された施設を長期間利用する将来の世代にも建設費用を負担してもらう（世代
間の公平性を保つ）という側面や、税収不足を補うという役割がある。選択肢にある「返済の
ための費用」は歳出の「公債費」を指し、「財政格差を是正するための資金」は「地方交付税
交付金」を指すため、これらと区別して理解することが重要である。

問5 答え 4
二元代表制

地方自治において、住民が首長と議会の両方を直接選挙で選ぶ仕組みを二元代表制といいます
。国政における議院内閣制では、有権者が選ぶのは国会議員のみであり、内閣総理大臣は国会
によって指名されるため、この点が地方自治と国政の大きな違いです。直接選挙によって選ば
れた首長と議会が、それぞれの権限をもって対等な立場で議論することで、住民の意思をより
多角的に反映させることが期待されています。

問6 答え 2
国が使い道を制限しないため、地方公共団体
が自主的に判断して使用できる。

地方交付税交付金は、国から配分される資金でありながら、その使い道が制限されていない「
一般財源」である点が最大の特徴です。これに対し、設問の選択肢にある「特定の事業に使用
する資金」は国庫支出金（紐付き補助金）を指します。地方交付税交付金は、地方自治の自主
性を尊重しつつ、財源の均衡を図る役割を担っています。

問7 答え 3
地方税

地方税は、地方公共団体が独自の判断で使い道を決めることができる「自主財源」の柱となる
ものです。これに対して、国から配分される地方交付税交付金や、使い道が限定されている国
庫支出金などは「依存財源」と呼ばれ、地方税とは区別されます。

問8 答え 3
自治体は法律の範囲内で条例を制定すること
ができ、地方交付税は自治体間の財政力を均
等化する役割を担っている。

憲法第94条および地方自治法により、地方自治体は「法律の範囲内」で条例を制定する権限が
認められています。また、地方交付税は「財政力の弱い自治体」に対して重点的に配分される
ことで、地域による財源の偏りを調整し、日本全国どこでも標準的な行政サービスを維持でき
るように設計されています。

問9 答え 2
住民から徴収する地方税や、公共施設の命名
権を企業に売却するネーミングライツなどに
よる収入のことである。

地方公共団体の財源は、自ら確保する「自主財源」と、国に依存する「依存財源」に大別され
ます。自主財源の代表例は地方税ですが、近年では財政を安定させるために、公共施設に愛称
をつける権利を売却する「ネーミングライツ」などの独自の取り組みによって資金を確保する
自治体が増えています。地方交付税交付金や国庫支出金、地方債などは、国などの外部から得
る資金であるため依存財源に分類されます。

問1
0

答え 1
自治体間の財政格差を調整し、どの地域でも
一定の行政水準を維持できるよう、国から使
い道の制限なしに配分される。

地方交付税交付金は、各自治体の財政力を比較し、必要な行政経費に対して不足している分を
国が補う制度です。これにより自治体間の財政格差が調整されます。選択肢にある「特定の事
務に対して支給される」ものは国庫支出金、「借り入れる借金」は地方債、「独自に徴収する
収入」は地方税に該当するため、混同しないように注意が必要です。

問1
1

答え 3
住民投票

地方自治は「民主主義の学校」と呼ばれ、住民の意思を直接反映させるための仕組みが整って
います。その一つが住民投票であり、地域における重要な課題について、住民が直接「賛成」
か「反対」かの意思を示すことができます。住民監査請求は地方公共団体の公金の使われ方を
チェックする制度であり、国民審査は最高裁判所の裁判官を評価する制度であるため、区別が
必要です。

問1
2

答え 3
地方税

地方公共団体の財源には、国から配分される依存財源と、自ら集める自主財源があります。地
方税は自主財源の代表例であり、使い道をその自治体で自由に決めることができるため、地方
自治を財政面から支える非常に重要な役割を担っています。これに対し、地方交付税交付金や
国庫支出金は、国を通じて配分される財源です。


